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出典：マイナンバー社会保障・税番号制度 概要資料 平成27年11月版（内閣官房 社会保障改革担当室／内閣府 大臣官房 番号制度担当室）

出典：マイナちゃんのマイナンバー解説（内閣官房 社会保障改革担当室／内閣府 大臣官房 番号制度担当室）



出典：マイナンバー社会保障・税番号制度 概要資料 平成27年11月版（内閣官房 社会保障改革担当室／内閣府 大臣官房 番号制度担当室）

マイナンバーを利用する

介護保険の事務



介護保険法 マイナンバー法※

介護保険法
施行令

介護保険法
施行規則

別表第一及び第二に
関する主務省令

さいたま市
介護保険条例

さいたま市個人番号の
利用に関する条例

さいたま市
介護保険条例施行規則等

さいたま市個人番号の
利用に関する条例施行規則

※行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

介護保険法とマイナンバー法

マイナンバーの利用事務とは

・ 介護保険資格業務
・ 要介護（要支援）認定関係事務
・ 介護保険料の算定（賦課）や徴収事務
・ 介護給付に関する事務

介護保険制度におけるマイナンバー
を利用する事務って何があるの？



マイナンバー利用事務の

介護保険各種申請書類の取扱い

マイナンバーを記載する申請書
●「個人番号利用事務等実施者」は「本人」からマイナンバーの
提供を求めることができる
（マイナンバー法第１４条）

●さいたま市介護保険施行規則の改正等（様式改正）
（平成２８年１月１日施行予定）
様式に「個人番号（マイナンバー）欄」が追加されます

●マイナンバーが記載された申請書の「本人確認」
「申請者の身元確認」と「個人番号確認」が必要になります
（マイナンバー法第１６条）



申請書名称 事務内容

１
介護保険
要介護（更新）認定
要支援（更新）認定
申請書兼区分変更申請書

要介護（要支援）の認定を受けるための
申請書

２ 介護保険 サービスの種類指定変更申請書 サービスの種類を指定し変更するための
申請書

マイナンバーを記載する申請書
(要介護(要支援)認定関係事務)

参考資料：介護保険最新情報Vol.496／Vol.497（平成27年9月29日）及びVol.506（平成27年12月15日）

申請書名称 事務内容

１ 介護保険資格取得・異動・喪失届 資格異動に関する届出

２ 介護保険 被保険者証等再交付申請書 被保険者証や負担割合証等の交付及び
再交付の申請

３ 介護保険 住所地特例 適用・変更・
終了届 住所地特例の適用・変更・終了の届け出

４ 介護保険料減免・徴収猶予申請書 介護保険料の減免や徴収猶予を受けるための
申請

５ 介護保険支払い方法変更（償還払い）
終了申請書 償還払いの記載の消除の申請

６ 介護保険給付額減額免除申請書 給付額減額の記載の消除の申請

参考資料：介護保険最新情報Vol.496／Vol.497（平成27年9月29日）及びVol.506（平成27年12月15日）

マイナンバーを記載する申請書
(介護保険資格／介護保険料算定(賦課)及び徴収事務)



申請書名称 事務内容

１ 居宅サービス計画作成依頼
（変更）届出書

居宅サービス計画の作成を依頼（変更）
するための届出

２ 介護予防サービス計画作成依頼
（変更）届出書

介護予防サービス計画の作成を依頼（変更）
するための届出

３ 介護保険〔負担限度額〕認定申請書 低所得の方が施設を利用する際、
食費・居住費を負担軽減する制度の申請

４ 介護保険高額介護（予防）サービス費
支給申請書

利用者負担額が高額になった際、
限度額を超えた額の支給を受けるための申請

５ 基準収入額適用申請書 高額介護(介護予防)サービス費の限度額を
現役並み区分の適用をしないための申請

６ 介護保険高額医療合算介護（予防）
サービス費支給申請書

医療と介護の利用者負担額が高額になった際、
限度額を超えた額の支給を受けるための申請

マイナンバーを記載する申請書
(介護給付に関する事務)

参考資料：介護保険最新情報Vol.496／Vol.497（平成27年9月29日）及びVol.506（平成27年12月15日）

申請書名称 事務内容

7 介護保険居宅介護（介護予防）
福祉用具購入費支給申請書 福祉用具購入費の支給を受けるための申請

8 介護保険居宅介護（介護予防）
住宅改修費支給申請書 住宅改修費の支給を受けるための申請

9 介護保険居宅介護（介護予防）
サービス費等支給申請書 償還払いとして、保険給付を受けるための申請

10 介護保険利用者負担額減額・免除
申請書

災害等により、利用者負担額の減額
あるいは免除を受けるための申請

11 利用者負担額減額免除等申請書
（旧措置入所者に関する認定申請）

旧措置入所者の利用者負担額の減額
あるいは免除を受けるための申請

マイナンバーを記載する申請書
(介護給付に関する事務)

参考資料：介護保険最新情報Vol.496／Vol.497（平成27年9月29日）及びVol.506（平成27年12月15日）



マイナンバーを記載する申請書の例
(要介護・要支援認定申請書)

マイナンバーを記載する申請書の例
(居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書)



介護保険制度の申請手続き

●申請手続きを行える者

➢被保険者本人（介護保険法27条）

●被保険者本人以外の場合
➢介護保険法に規定する申請人・代行者
資格異動の届出：本人・世帯主（介護保険法第12条）
認定申請：要介護認定申請の代行者（介護保険法第27条）

※被保険者本人から申請手続きの委任を受けたもの

マイナンバーでいう「本人」とは

「本人」の定義 ＝ 自己と同一の世帯に属する者
（マイナンバー法第１５条）

※住民票における同一世帯に属する者



マイナンバーでいう「他人」とは

「他人」の定義 ＝ 自己と同一の世帯に属する者以外
（マイナンバー法第１５条）

●本人と別居している親族は？

➢「他人」に該当する
自己（被保険者本人）と同一の世帯に属する者ではないため

要介護認定申請代行者

●介護保険法第27条の要介護認定申請の代行者は？
本人？ それとも 他人？

➢「他人」に該当する。
自己（被保険者本人）と同一の世帯に属する者ではないため



認定申請時の留意点

●マイナンバー制度施行前（いままで）
申請手続きを行える者：法第27条に規定する被保険者本人

または代行申請者
添付書類：被保険者証

●マイナンバー制度施行後（これから）

代行申請者 ＝ 本人以外 ＝ 「他人」

（マイナンバー法）
➢本人からの委任により申請行為を行うため委任状が必要

代理権の確認・委任状
●ケアマネジャー等が代理権を授与された場合
➢委任状が必要
委任状には、代理人本人の氏名、生年月日、住所または
ケアマネジャー等が属している事業所の所在地および名称を記入
➢必要なもの
代理人本人が事業所に属していることがわかる証明書
（社員証など）の提示または委任状へ事業所印の押印

●委任内容
（例) 介護保険要介護認定申請について

※申請書の不備に係る訂正は、訂正印が必要です。
代理人の印鑑をご持参いただくことをお勧めします。



マイナンバー利用事務の申請に

関する本人確認

マイナンバー利用事務の申請手続き

マイナンバーの提供における本人確認
（マイナンバー法 第16条）
「マイナンバーの確認」と「身元確認」

本人 本人以外（他人）
被保険者本人

被保険者本人と同一の世帯に属する者

被保険者本人と同一の世帯に属する者
以外
居宅介護支援専門員
介護施設職員
地域包括支援センター職員

など



本人による申請の場合

①申請者の身元確認 ②個人番号の確認
本人の個人番号カード
運転免許証等
写真つきの官公署発行の書類

上記のうち、いずれか１つ

※上記資料による確認が困難な場合には、官公署
から発行された書類、たとえば、公的医療保険の
被保険者証、年金手帳など、所定の書類を２つ
以上提示していただくことになります。

被保険者本人の個人番号カード
被保険者本人の通知カード
被保険者本人の個人番号が記載された
住民票の写し
被保険者本人の個人番号が記載された
住民票記載事項証明書

上記のうち、いずれか１つ

●申請に必要なもの

本人以外の者による申請の場合
●代理権を授与された者による申請

法定代理人➢ 戸籍謄本その他その資格を証明する書類
任意代理人➢ 委任状

※困難な場合は、被保険者本人の介護保険被保険者証など
官公署等から被保険者本人に対し発行された書類で確認

●使者による申請
代理権の授与を行わず、ケアマネジャー等が代わりに提出する場合



本人以外の者による申請の場合
（ケアマネジャー等が代理権を授与された場合）

●申請に必要なもの

①代理権の確認 ②代理人の身元確認 ③本人の
個人番号確認

委任状

※法定代理人の場合は、
戸籍謄本その他その資
格を証明する書類

代理人の個人番号カード
運転免許証 など

官公署から発行された写真
つきの証明書など

居宅介護支援専門員証
も可能

被保険者本人の
個人番号カード（又は写し）
被保険者本人の
通知カード（又は写し）
被保険者本人の個人番号が
記載された住民票の写し
被保険者本人の個人番号が
記載された住民票記載事項
証明書（又は写し）

上記のうち、いずれか１つ

本人以外の者による申請の場合
（ケアマネジャー等が使者として申請する場合）

①被保険者本人の身元確認

②被保険者本人の個人番号確認

➢ケアマネジャー等が個人番号を見ることのないよう、申請書等を
封筒に入れ、糊付けするなどの措置をし、提出してください。
なお、この場合、ケアマネジャー等は、利用者本人に代わって
申請書等に個人番号を記載することはできません。



●申請に必要なもの
①本人の身元確認 ②本人の個人番号確認

本人の個人番号カード（又は写し）、
運転免許証（又は写し） など

官公署から発行された写真つきの証明書（又
は写し） など

被保険者本人の個人番号カード
（又は写し）

被保険者本人の通知カード（又は写し）

被保険者本人の個人番号が記載された住民
票の写し

被保険者本人の個人番号が記載された住民
票記載事項証明書（又は写し）

上記のうち、いずれか１つ

本人以外の者による使者申請の場合
（ケアマネジャー等が使者として提出する場合）

➢ケアマネジャー等が個人番号を見ることのないよう、申請書等を
封筒に入れ、糊付けするなどの措置をし、提出してください。

個人番号の記載が困難な場合

・個人番号の記載を拒否した場合
・個人番号を記載することが困難な場合

未記載のまま申請を受付けます
➢未記載であることの理由を申請者に代理人に確認します。
➢代理権の確認、代理人の本人確認は行います。



本人が認知症等で
意思表示能力が著しく低下しており、
代理権の授与が困難である場合等には、申請時に個人番号が
未記載であってもやむを得ない。

代理権の授与が困難な被保険者に係る
申請を行う場合

以下の行為は禁止されています
申請時に視認した個人番号を控えて
事業所にストックしておくこと
それを利用して保険者に資格確認を行うこと

➢違反した場合
特定個人情報保護委員会の措置命令やそれに背いた場合の
罰則の対象となる可能性あり

【重要】個人番号の取り扱いについて



出典：マイナンバー社会保障・税番号制度 ホームページ（内閣官房 社会保障改革担当室／内閣府 大臣官房 番号制度担当室）

参考
●マイナンバー社会保障・税番号制度 概要資料 平成27年11月版

●マイナちゃんのマイナンバー解説

●介護保険最新情報Vol.496 平成27年9月29日

●介護保険最新情報Vol.497 平成27年9月29日

●介護保険最新情報Vol.506 平成27年12月15日

●特定個人情報の適正な取扱いに関するガイドライン（行政機関等・地方公共団体等編）

●介護事業者等において個人番号を利用する事務について（依頼）（平成27年12月15日付厚生労働省事務連絡）

●施設等における特定個人情報の取扱いについて（平成27年12月17日付厚生労働省事務連絡）

※本資料は、平成27年12月21日（月）にさいたま市が開催した事業所説明会で使用した資料に、平成27年12月
17日付厚生労働省事務連絡「施設等における特定個人情報の取扱いについて」の内容を加筆・修正したものです。
今後の国の動向等によっては変更等が生じる可能性があります。


